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（付録１）環境経済・経営研究所

 早稲田大学・重点領域研究機構の資金で設立

 「温暖化・エネルギー問題への社会科学を中心とした実証・学際的アプローチ」という
テーマで採択

 環境・エネルギー政策や企業の自主的環境取組を実証的に検証

 国際的な学術誌を中心に成果公表しながら、エビデンスベースの政策提言を目指す。

 海外研究機関と連携し、各国政策を比較検討し、社会的に需要される政策提言を
目指す。

 今後、途上国についても、研究機関と連携しながら分析

 アジアでの環境・エネルギー経済学並びに政策学の研究拠点となること目指す。
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省エネプロジェクト途上国プロジェクト炭素価格プロジェクト

企業プロジェクト 政策受容プロジェクト



外部研究機関との連携

国内国内

早稲田大学
（拠点）

早稲田大学
（拠点）

（国際連携大学・機関）
・ジョージメーソン大学（米国）
・ハワイ大学（米国）
・アリゾナ州立大学（米国）
・タウソン大学（米国）
・カッセル大学（ドイツ）
・欧州政策研究所（ベルギー）

（国内連携大学）
・青山学院大学
・京都産業大学
・上智大学
・高崎経済大学
・山形大学

（国内連携機関）
・国立環境研究所
・日本経済研究所 今後の研究連携可能性

・シドニー工科大学（豪州）
・テキサス大学（米国）
・国立政治大学（台湾）

海外海外

・Jadavpur大学（インド）
・ブータン王立大学

海外共同研究

海外データ収集・
途上国社会実験
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途上国プロジェクト

室内大気汚染問題

–多数の女性・子供が呼吸器系の疾患で死亡

– インド：サーベイ調査

• 2016年＆2017年でカルカッタ調査

– ブータン：社会実験をブータン王立大学と予定

•電熱器普及の社会実験

•課題

–電熱器の運搬

–冬季の服etc

省エネルギー機器の普及
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自治体のグリーン調達について：日米比較調査

自治体のグリーン調達について、日米比較調査

–組織内意思決定と、グリーン調達の関係につ
いて分析予定

アリゾナ州立大学との共同調査

米国調査：2016年

日本調査：2017年度の予定。

–Nicole Darnall教授が早稲田大学を半年
訪問
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Sustainable Purchasing Research Initiative (SPRI) at Arizona 
State University



付録２

カーボンプライシングの事後評価と長期的目標

実現のための制度オプションの検討

環境省/（独）環境再生保全機構・

環境研究総合推進費（2-1707）

の紹介
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 目的/目標

42

日本の長期削減目標達成に向けたカーボンプライシングの制度オプション検討

 日本の地域レベルのETSの事後検証を通じて、以下を定量的に明らかにする。
 削減効果、経済影響・炭素リーケージ（サブテーマ１）
 低炭素技術普及等のイノベーション効果（同６）

 長期目標達成のためのカーボンプライシングレベルを明らかにする経済モデル構築（同４）
 環境税改革（二重の配当）の経済分析 （同3&４）
 炭素税の実効税率改革の経済分析（同５）
 カーボンプライシング導入時に影響を受ける業種特定と緩和措置（同５）

 家計部門のカーボンプライシングの効果分析（同７）
 地域経済への影響分析（同２）

 カーボンプライシングの制度オプション（税とETSの組合せ等）を検討
 大規模事業者ｖｓ中小事業者（同3&5）
 ETS：対象産業、排出枠の配分方法（導入初期の緩和措置等）（同１）
 イノベーションを促進するETSのデザイン（同１）

最終目標

個別目標

環境と経済の両立



研究概要①：ETS分析

ETS：事後検証と事前分析

温室効果ガス削減効果
経済影響の事後検証
炭素リーケージ
ETS事後評価レビュー

イノベーション効果

各種産業への影響・競争力影響
排出枠の配分方法
中小企業 vs 大企業

東京都排出量取引制度の効果の事後検証と
カーボンプライシングの制度設計

サブテーマ１：早稲田・政経
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排出量取引制度の
イノベーション効果の実証分析

サブテーマ６：獨協

カーボンプライシングの産業連関分析

サブテーマ５：山形

2年目に大規模調査

東京都

埼玉県

共同
研究

事業所分析に特化

文献・ネット調査も活用

計
量

統
計
研
究

事前分析



研究概要②：環境税分析

環境税

炭素税・ETSの事後評価レ
ビュー
産業部門の実効税率

目標達成に必要な炭素価格
二重の配当
実効税率の改革

家計部門の消費行動
CGEモデルへインプット
パネルデータ構築

欧米各国カーボンプライシング事後検証
と日本の制度オプション検討

サブテーマ３：IGES
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カーボンプライシングの家計影響

サブテーマ７：青山

環境税改革の経済分析

サブテーマ４：京産

制度

モデル

共同研究

2年目に大規模調査
計量統計研究



研究概要③：経済モデル構築

〈制度オプション検討〉

環境税改革の経済分析

日本の環境税制改革を分析するため
の応用一般均衡モデル
（CGEモデル）構築

サブテーマ４

再生可能エネルギー普及のため
のカーボンプライシングの研究

再エネ技術を含む
産業連関表の構築

サブテーマ２：早稲田・社学

長期目標達成のためのカーボンプライシングの制度オプション検討

シナリオ作成・シミュレーション

カーボンプライシングの
産業連関分析

各業種の各種燃料税を捉えた
産業連関表を構築（実効税率）

サブテーマ５
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〈モデル構築〉

サブテーマ１ サブテーマ３

産業連関の共同研究

新技術の情報
（BEMS等に限定）

CGEモデル構築

家計部門
パラメーター

サブテーマ7

制度ETS事後検証/制度

イノベーション
パラメーター

サブテーマ6



インプット

研究代表者
早稲田大学（政経） 有村 俊秀

マネジメントチーム
宮本 拓郎（助教）、森田 稔（助教）

東京都排出量取引制度の
効果の事後検証とカーボンプ

ライシングの制度設計
次世代エネルギーシステム
分析用産業連関表の構築

欧米各国カーボンプライシング
の事後検証と日本の制度オプ

ション検討有村 俊秀
（宮本、森田）

（早稲田大学・政経）

環境税改革の経済分析

実施体制

サブテーマ１
サブテーマ２サブテーマ３ サブテーマ４

サブテーマ５
サブテーマ６ サブテーマ７

排出量取引制度のイノベー
ション効果の実証分析

カーボンプライシングの
家計影響

松本 茂
（青山学院大学）

鷲津 明由
（早稲田大学・社学）

小嶋 公史
地球環境戦略機関（IGES）

武田 史郎
（京都産業大学）

杉野 誠
（山形大学）

浜本 光紹
（獨協大学）

国内検証

で連携

モデル構築グループ

産業連関モ
デルで連携

カーボンプライシング
経済分析の最強チーム

大型研究への支援体制

インプット
カーボンプライシングの

産業連関分析

事後検証グループ


